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徳情個審答申第８号

平成２５年２月２５日

徳島市長 原 秀 樹 殿

徳島市情報公開・個人情報保護審査会

会 長 元井 信介

徳島市情報公開条例第１８条の規定に基づく諮問について（答申）

平成２４年９月２１日付観光発第８７号により徳島市長から諮問のありまし

た公文書の非公開決定処分に関する異議申立ての件について、次のとおり答申

します。

１ 審査会の結論

徳島市長（以下「実施機関」という。）が行った本件非公開決定処分（以

下「本件処分」という。）のうち、「平成２３年度にぎわいイベント眉山ロ

ケ市の普通預金」に係る部分は異議申立ての利益がなく、その余の部分は妥

当である。

２ 異議申立て及び審査の経緯

⑴ 本件の異議申立人は、平成２４年８月２８日付で、実施機関に対し、徳

島市情報公開条例（平成１９年徳島市条例第１号。以下「条例」という。）

の規定により「平成２３年度にぎわいイベント眉山ロケ市の普通預金の開

示、テント他備品の在庫状態、眉山ロケ市の補助金の契約書（県７５０，

０００、市電動バイクに係る委託事業の契約書）」を内容とする公文書の

公開請求（以下「本件請求」という。）をした。実施機関は、平成２４年

９月１１日付で、本件請求に対応する公文書を保有していないことを理由

として、本件処分をした。

⑵ 異議申立人は、平成２４年９月１８日付の異議申立書により、実施機関
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に対し、本件処分について異議申立てを行った。これにつき、当審査会は、

平成２４年９月２１日付で実施機関から条例第１８条に基づく諮問を受け

た。

⑶ 当審査会の本件審査に際し、実施機関に対し「決定理由説明書」の提出

を求めたところ、平成２４年１０月１０日付で当該文書が提出され、これ

に対し、異議申立人に「意見書」の提出を求めたところ、当該文書は提出

されなかった。

⑷ なお、異議申立人は、本件請求において、「眉山ロケ市の補助金の契約

書（国１０，０００，０００円）」についても公文書の公開請求をし、実

施機関は、「平成２３年度眉山ロケ市の補助金に関する文書」を公開して

いる。

３ 異議申立人の主張の要旨

⑴ 異議申立ての趣旨は、本件請求に対し実施機関が行った本件処分を取り

消し、公開するとの決定を求めるというものである。

⑵ 異議申立ての理由は、異議申立書における主張によると、おおむね次の

とおりである。

ア 徳島市と南内町にぎわいイベント実行委員会との委託契約書の中で徳

島市は、委託業務の処理について、随時に調査し、必要な報告を求める

ことができるとともに、委託業務の実施について必要な指示をすること

ができるとされている。

イ このことからすると、当然に本件請求に係る文書を職務上作成し、又

は取得しているはずであるから、保有していないなどということはあり

えない。

４ 実施機関の主張の要旨

⑴ 「南内町にぎわいイベント眉山ロケ市に関する資料」については、異議

申立人から平成２４年５月２８日付で情報公開請求があり、既に平成２２

年度分及び２３年度分の委託契約書の決裁書、委託業務完了承認の決裁書

等を公開済みであり、委託業務に係る収入部分についての預金通帳の写し
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も含まれている。

⑵ 「平成２３年度にぎわいイベント眉山ロケ市の普通預金」については、

委託業務に係る収入について、委託業務の完了報告書の根拠資料として実

施機関が取得したものであるが、公開済みの部分により、委託業務に係る

収入についてはすべて把握されており、それ以外の部分は支出に係るもの

であるが、南内町にぎわいイベント実行委員会から提出されておらず、保

有していない。なお、支出については、賃金台帳、領収書等で確認できる

ものである。

⑶ 「平成２３年度にぎわいイベント眉山ロケ市のテント他備品の在庫状態」

については、委託業務の完了報告書からすると、南内町にぎわいイベント

実行委員会は、委託業務において備品を購入していない。そのため、備品

の在庫状況を表す文書は南内町にぎわいイベント実行委員会から提出され

ていないので、保有していない。

⑷ 「平成２３年度眉山ロケ市の補助金（県７５万円）」については、南内

町にぎわいイベント実行委員会が県に申請し、県から南内町にぎわいイベ

ント実行委員会に支払われたものである。よって、当該補助金については、

実施機関の関知するものでなく、実施機関においては、県補助金に係る文

書は作成も取得もしておらず、保有していない。

⑸ 「市電動バイクに係る委託事業の契約書」については、市から独立した

任意団体である電動バイク等観光レンタル事業推進協議会が、平成２３年

度に南内町にぎわいイベント実行委員会に対して委託した事業に係る契約

書であり、両団体から提出されておらず、保有していない。

⑹ 以上⑵から⑸までのとおり、実施機関は、本件異議申立てに係る公文書

を保有していない。よって、本件異議申立てに係る公開請求に対し、文書

不存在により非公開決定としたものである。

⑺ 異議申立人は、委託契約書に「随時に調査し、必要な報告を求めること

ができる」とあることをもって非公開決定が不当な決定であると主張する

が、条例の規定上、公開請求に係る文書を保有していない場合に取り寄せ

て公開等決定をする義務を定めたものではない。また、委託契約について

は必要な完了報告を受けており、本来取得すべき文書を取得していないと
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いうものではない。

⑻ なお、非公開決定したもののうち「平成２３年度にぎわいイベント眉山

ロケ市の普通預金」については、支出に係る部分の写しを取得し、平成２

４年１１月９日に異議申立人に対し、情報提供している。

５ 審査会の判断

⑴ 当審査会では、本件請求に係る公文書が存在していないかどうかについ

て、事務局職員をして、実施機関の担当課である観光課において、「南内

町にぎわいイベント眉山ロケ市」に係る一連の文書について見聞調査を実

施した。しかしながら、既に公開済みであるものを除き、本件請求に係る

公文書を見いだすことはできなかった。

⑵ また、実施機関の保有していないという説明に不自然、不合理な点等は

認められず、異議申立人が主張するような文書を実施機関が取得し、保有

しているという確証を得ることはできなかった。

⑶ ところで、「平成２３年度にぎわいイベント眉山ロケ市の普通預金」の

支出に係る部分については、本件処分後に実施機関が任意で取得し、異議

申立人に情報提供している事実が認められるが、本件審査にあたり、この

ような処分後の状況の変化を考慮して判断すべきかどうかが問題となる。

一般的に、条例第１８条の規定により、異議申立てがなされた場合に実

施機関が当審査会に諮問しなければならないこととされている趣旨は、行

政処分の違法性を争う裁判手続と異なり、条例第１１条第２項で規定する

公開請求に係る公文書を保有していないときの非公開決定の妥当性を実施

機関が改めて判断する際の意見を求めているものと解される。

したがって、当審査会への諮問後に新たな事実状態等の変動があったと

きには、当初の処分時の事実状態等で判断しなければならない特段の事情

がない限り、当審査会は、新たな事実状態等の変動も考慮して判断できる

ものと考え、本件の審査にあたっては、答申時を基準とした。

異議申立人は前述のとおり、本件異議申立て後の１１月９日に実施機関

から「平成２３年度にぎわいイベント眉山ロケ市の普通預金」の支出に関

する文書を情報提供で受けており、これにより、当該文書に関する異議申
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立人の情報公開請求の内容は事実上実現されているので、現時点において、

当該異議申立ては、利益がないものと判断する。

６ 結論

以上の理由により、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。
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＜参考＞

（ 審 査 会 の 経 過 ）

年 月 日 審 査 会 の 経 過

平成２４年 ９月２１日 実施機関から諮問書を受理

平成２４年１０月１０日 実施機関から決定理由説明書を受理

平成２４年１２月 ３日 事務局から概要説明を行った。
（24年度第３回審査会） 諮問の審議を行った。

平成２５年 １月２４日 諮問の審議を行った。
（24年度第４回審査会）

平成２５年 ２月２１日 答申案の検討を行った。
（24年度第５回審査会）
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